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小中学校の特別支援教育における学生支援員活用の試み

問題と目的

　障害のある児童生徒の教育をめぐる最近の諸情勢は大きく変化してきている。「今後の特別
支援教育の在り方について（最終報告）」（文部科学省，2003）によると，特別支援学校や特
別支援学級に在籍している児童生徒が増加傾向を示している。それに加え「通常の学級に在籍
する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査」によって「通常学級に在
籍する児童生徒のうち，知的発達に遅れはないものの学習面か行動面で著しい困難を示す」と
担任が回答した児童生徒の割合は 6.3％であり，学習障害やＡＤＨＤ，高機能自閉症等のいわ
ゆる発達障害のある児童生徒が通常学級に在籍している可能性があることが明らかにされた。
この結果は，どの学校においても特別な教育的支援を必要とする児童生徒が存在しており，一
人ひとりの教育的ニーズに応じた教育的対応を考えることが必要であるということを示唆し
ている。
　さらに，平成 18 年６月に「学校教育法の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 80 号）」
が公布され，平成 19 年４月１日から特別支援教育が本格的に実施されるようになり，小中学
校の通常学級でも特別な教育的ニーズを有する児童生徒に対して，特別支援教育を行うことが
明確に位置づけられた。
　このような特別支援教育の動向にともない，小中学校に在籍している発達障害等の特別な教
育的ニーズを有する児童生徒及びその保護者への支援や指導が求められている。しかし，特別
支援教育は始まったばかりで，学校現場の支援体制が構築途上であることや，専門的知識の不
足，人手不足などが大きな課題となっており，十分に特別支援教育の体制が整っているとは言
い難いのが現状である。たとえば，特別支援教育の推進にあたっては特別支援学校が担う役割
が大きくなってきており，「地域のセンター」として，自校在籍児童生徒だけでなく，地域の
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小中学校等への教育相談や指導，情報提供などの機能を果たすことが期待されている。しかし，
現時点で特別支援学校がセンター的役割を十分に担うためには，マンパワーの確保や知識・専
門性の向上など多くの問題を解決する必要がある（吉利，2004）。このように，障害児への教
育的支援に関する専門性を有している特別支援学校でさえも多くの課題があるとなれば，障害
のある児童生徒への教育経験の少ない小中学校が抱える課題はそれ以上に大きいと推測できる。
　そのため各都道府県では，特別支援教育や発達障害に関する研修会を開催して教員の専門
性の向上を図っている。また人材確保のために，平成 19 年度からは地方財政措置により，障
害のある児童生徒に対する日常生活動作の介助を行ったり，発達障害の児童生徒に対する学
習活動上のサポートを行ったりする「特別支援教育支援員」が配置されている（文部科学省，
2007）。人材確保に関しては，「特別支援教育支援員」の配置だけでなく，ボランティアの活
用も全国的に広がっている。たとえば，神戸市では平成 14 年度から「ＬＤ等への特別支援事業」
が実施されており，教職課程や臨床心理士養成課程の大学生や大学院生，内地留学生等を神戸
市内の小中学校に派遣し，専門家による巡回相談も定期的に行っている（中尾・南・日下・三
木・竹田，2007）。さらに，平成 19 年度特別支援教育体制推進事業においては，「学生支援員」
の活用に関する事項が新たに設けられた。
　宮崎県教育委員会においても，平成 19 年度から特別な教育的ニーズのある子どもに対する
支援の一層の充実を図るために，教員志望の学生等を小中学校へ派遣する取り組みである「学
生支援員派遣事業」を開始し，平成 19 年度においては，合計 74 名の学生支援員として登録
した学生が 49 校の公立小中学校に派遣された（宮崎県教育庁特別支援教育室，2008）。この
ようなボランティアの活用は，特別支援教育に携わる人材確保の有力な手段となるであろうし，
今後は学生ボランティアだけでなく社会人ボランティアの募集にも拡大していくことが予想さ
れる。したがって，平成 19 年度から取り組みが始まった「学生支援員派遣事業」の成果およ
び課題について詳細に検討することは，今後の特別支援教育のさらなる充実を図るためにも，
非常に重要なことであるといえる。
　そこで本研究は，宮崎大学教育文化学部の学生支援員およびその学生支援員が派遣された小
中学校を対象に調査を実施し，学生支援員がどのように活用されどのような成果があったのか，
そしてどのようなことが課題として挙げられるのかについて検証する。

方　法

調査対象者
　宮崎大学教育文化学部学生および同大学大学院教育学研究科大学院生，延べ 32 名（２年：
８名；３年：９名；４年：13 名；修士１年：１名；修士２年：１名）。
調査対象学校
　調査対象者が派遣された宮崎県内の公立小学校 16 校および公立中学校５校の合計 21 校。
なお，回答者の内訳は，教頭が７名，特別支援教育コーディネーターが９名，通常学級担任が
３名，特別支援学級担任が６名，通級指導教室担当が１名であり，通常学級担任と特別支援学
級担任等が協議の上で回答する学校もあった。
調査内容
学生を対象とした調査の内容：
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（１）学生支援員派遣に関する基本情報：学生支援員がどのように活動しているのかを把握す
るために , ①派遣先 , ②主たる活動形態（複数選択可），③活動頻度，④活動期間に関する項目
を設定した。

（２）支援活動の準備や連携：学生支援員として活動する際の準備や連携の有無について尋ね
る項目を設定した。項目は全部で９項目あり，「①すべての教員が，学生支援員の制度につい
て周知していましたか」などの学生支援員に関する教職員の理解についてや，「③関係する教
員との打ち合わせは十分にされたと思いますか」，「⑤支援を開始するにあたって，対象児童生
徒の特徴などの説明はありましたか」などの事前の打ち合わせについて，「⑨支援の仕方につ
いての反省会や情報交換の機会がありましたか」といった活動後の情報交換について，「はい」
か「いいえ」を選択する方法で回答を求めた。また，項目①，②，④，⑥，⑦，⑧の６項目に
ついては，「いいえ」を選択した場合の追加項目を設けた。

（３）学生支援員の活動に対する印象：小中学校において学生支援員として支援活動を行った
印象を把握するために，「ア．学校や教員から求められたことが，自分にはできそうなことだ
と感じましたか」，「ウ．支援にあたって不安を感じましたか」，「カ．学生支援員として活動す
ることはあなたにとってためになりましたか」など学生支援の活動への負担感や不安感，ある
いは自分自身にとって有益であったかなど合計８項目を設定した。これらの項目について，ぜ
んぜん感じない（１点），あまり感じない（２点），少し感じる（３点），すごく感じる（４点）
の４件法による評定を求めた。さらに，具体的な内容を記述するための自由記述欄も設けた。
派遣先小中学校を対象とした調査の内容：

（１）学生支援員派遣に関する基本情報：学生支援員の派遣状況を把握するために , ①主たる
活動形態（複数選択可），②活動頻度，③活動期間に関する項目を設定した。これらの項目は，
学生を対象とした項目と同一のものである。

（２）学生支援員を活用する際の準備や連携：学生支援員を活用する際の準備や連携の有無に
ついて尋ねる項目を設定した。項目は全部で９項目あり，「③学生支援員を職員会議等で紹介
しましたか」など学生支援員に関する教職員の理解や「⑧支援日当日に，支援員の動き方の説
明をしましたか」など事前の打ち合わせ，「⑨支援の仕方についての反省会や情報交換の機会
がありましたか」といった活動後の情報交換についてなど基本的に学生を対象とした項目と関
連させた内容とした。なお，「①学生支援員に関して，県や市町村の教育委員会との連携がで
きていましたか」といった学校と教育委員会との連携については，小中学校対象の調査にのみ
設定した項目である。これらの９項目について「はい」か「いいえ」を選択する方法で回答を
求めた。また，項目①については，「いいえ」を選択した場合に，その理由を記述するための
自由記述欄を設けた。

（３）学生支援員を活用したことに対する印象：学生支援員を活用したことについての印象を
把握するために，「ア．対象児童生徒にとって，学生支援員は役に立ったと思いますか」，「ウ．
学生支援員を活用するにあたって不安がありましたか」，「オ．来年度も学生支援員を活用した
いですか」など学生支援員が児童生徒や教員にとって有益であったか，活動への不安感や負担
感など合計６項目を設定した。これらの項目について，ぜんぜん感じない（１点），あまり感
じない（２点），少し感じる（３点），すごく感じる（４点）の４件法による評定を求めた。さ
らに，具体的な内容を記述するための自由記述欄も設けた。
調査時期：平成 20 年２月
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結　果

１．活動状況に関する基本的内容について
　主たる活動形態について，学生支援員の回答では，特別支援学級での対応が 17 件（34.7％）
と最も多く，次いで対象児童生徒への個別対応が 14 件（22.4％）であった。派遣先小中学校
の回答では，対象児童生徒への個別対応が 11 件（39.3％）と最も多く，次いで特別支援学級
での対応，特定の通常学級のＴＴが同数の７件（25.0％）という結果であった。上位１位と２
位が学生の回答と派遣先小中学校とで異なっていたが，この件数の違いは回答方法に複数選択
方式を採用していることや，複数の学生支援員が同じ学校に派遣されたり，一人の学生支援員
が複数の学校に派遣されたりしていることから生じたものと考えられる。以上のことから学生
支援員の主たる支援形態は，「通常学級在籍の対象児童生徒への個別対応」や「特別支援学級
での対応」であったといえる。
　活動頻度については Table １に示すように，学生の回答では，１週間あたり平均 1.47 回，
１日あたり平均 2.85 時間であり，派遣先小中学校の回答では，１週間あたり平均 1.40 回，１
日あたり平均 2.76 時間であった。以上のことから，学生支援員の活動頻度は，おおよそ週１
〜２回半日程度の活動頻度であったことが分かる。
　活動開始時期については，活動が早かった学生で 10 月中旬，遅い学生は１月であった。こ
れは事業計画がまとまり，派遣が開始されたのが９月に入ってからだったためであり，次年度
以降は年度初めから開始されるものと考えられる。

 

２．学生支援員の準備や連携について
（１）学生支援員を対象とした結果
　学生支援員として活動する際の準備や連携に関しては，Table ２に示すように，大半の学生
が準備の整った状況で活動できたと感じていることが明らかにされた。たとえば，事前の打ち
合わせや支援当日の動き方の説明に関する項目７や項目８に対して，80％以上が打ち合わせや
説明があったと回答している。しかし，準備や連携が十分ではないと感じていた学生もおり，
追加項目の分析によって，そのほとんどが準備や連携が必要だと感じていることが明らかにさ
れた。たとえば，項目７の追加項目である「次回の支援日や時間の予定について，事前の打ち
合わせがあったほうがよかったと思いますか」に対する「はい」の回答率は 100％であった。
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また，項目５の対象児童生徒の特徴等の説明の有無については，「はい」の回答率が 81.8％で
あるものの，その一方で，「自分から聞いた」「いいえ」の合計回答率は，18.2 ％あった。また，
項目９の反省会や情報交換の機会の有無については「毎回あった」の回答が 17.6％である一方，

「なかった」の回答が 20.6％であり，支援方法についての連携の機会を十分に確保できたとは
言い難いことがうかがえる。

 

（２）小中学校を対象とした結果
　小中学校を対象とした結果でも Table ３に示すように，大半の小中学校が準備や連携が十分
であったと感じていることが明らかにされた。しかし，学生支援員に関しての県や市町村の教
育委員会との連携については，「いいえ」の回答が 23.8％であり，自由記述の回答では「実際
に開始してからの問題点等の相談や指導がなかったため，戸惑いを感じることが多かった」，「文
書のみでなく，具体的な方針や制度の活用についての説明，協議の場がほしい」という意見が
見られた。
　また，学生の結果と比較すると，学生支援員と派遣先小中学校との認識の違いが見られた。
学生を対象とした質問項目と内容的に一致している項目のうち，「すべての教員が学生支援員
の制度について理解していたか」，「関係する教員との打ち合わせは十分にできたか」，「支援日
当日に支援員の動き方の説明があったか」などの複数の項目で，派遣先小中学校の方が，学生
支援員よりも「はい」の回答率が高かった。
　特に，「学校の施設や校時表，行事の説明の有無」に対する「はい」の回答率は，小中学校
では 100％であったのに対し，学生は 64.7％と認識の差が大きい。また，「支援を開始するに
あたっての，対象児童生徒の特徴などの説明の有無」についても，「はい」の回答率が派遣先
小中学校は 100％であったのに対し，学生は 81.8％と，やはり学生支援員と小中学校とでの
認識の差が大きかった。すなわち，派遣先小中学校としては十分な説明を行っていると考えて
いても，学生支援員にとっては説明を受けていないと感じた者がいたということである。また，

「支援の仕方についての反省会や情報交換の機会の有無」についても認識の違いが見られ，「毎
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回行った」が，小中学校は 38.1％であるのに対し，学生の方は 17.6％であり，「行わなかった」
が小中学校では 9.5％であるのに対し，学生の方は 20.6％と大きな開きがあった。このことか
ら，学生支援員の方が派遣小中学校よりも，情報交換の機会が少ないと感じている割合が高い
ことが明らかにされた。

 

３．学生支援員に対する印象評定について
（１）学生支援員を対象とした結果
　学生支援員を対象とした印象評定の結果については，Table ４に示すように，全体的に肯定
的な印象であることが明らかにされた。特に，項目カやキについては，共に平均値が 3.82 と
高い値を示していた。
　しかし，学生支援員としての活動に対して肯定的な印象を感じている一方で，項目ウのよう
にやや強い不安感も感じていることが明らかにされた（平均値 =2.97）。この項目ウの自由記
述では，「“ 何をしたらいいのか ” と感じる時間帯があった」，「先生との反省会や次回の打ち合
わせの時間がなかったため，不安だった」，「支援員という立場で，どこまで子どもを注意して
よいのか分からなかった」という意見が見られ，学生支援員として求められている役割が明確
になっていないことや派遣小中学校との連携が十分にとれないことが学生支援員の不安感を強
めていることがうかがえた。
　また，項目アに関しては，平均値は 3.09 と比較的高いものの，自由記述には「“ 特別なこ
とはしなくてもよく，必要な時だけ支援を ” と言われたが，難しく大変だった」，「対象児童生
徒と１対１になった時に，どう支援したらよいのか分からなかった」などの意見も散見し，多
くの学生支援員は，学校から求められていることは自分にできそうなことだと感じているが，
支援の方法や学生支援員の動き方に関する指示が具体的でない場合は，難しさを感じるようで
ある。項目イに関する自由記述では，「自分の教え方が分かりづらかったようで，対象児があ
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まり理解できていなかったようだ」，「自分がいることで，子どもが落ち着かない時があり，邪
魔になっている気がした」という意見がある一方で，「自分が来るのを対象児が楽しみにして
くれている」，「先生方に感謝の言葉を言われる」といった，学生支援員として役立っていると
感じられたという肯定的な意見も見られた。

（２）派遣先小中学校を対象とした結果
　派遣先小中学校を対象とした印象評定の結果についても，Table ４に示すように，全体的に
肯定的な印象であることが明らかにされた。特に項目オについては平均値が 3.80 と高い値を
示しており，項目アや項目イについても共に高い値であることから，派遣先小中学校にとって，
学生支援員は必要な人材であるとの認識が高いことが明らかにされた。
　しかし学生支援員の結果と同様に，項目ウの平均値が 2.62 であることから，学生支援員を
活用することにあたって，やや高い不安があることが示された。自由記述には「どの程度のこ
とを学生支援員に要求してよいのか，よくつかめていなかった」，「学生にとってどの程度メリ
ットがあるか分からなかった」，「保護者に対する説明がしにくかった」，「特別支援教育につい
て，どれほど理解をし，どの程度の実習・臨床経験を有しているのかが分からなかった」とい
った意見があった。このことから，学生支援員の専門的知識や経験の程度が分からないことや
学生支援員をどのように活用すればよいのかといった情報が不足していると，学生支援員の活
用に不安を感じる可能性が示唆された。
　また項目エの結果から，学生支援員の活用を負担に感じる学校もあったことが明らかにされ
た。自由記述には「時間割の変更が大変だった」，「打ち合わせの時間が足りなかった」，「初め
ての活用となるため，どのような場面でどんな活用をしていくのか予測しづらかった」という
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意見が見られ，学生支援員の活用にあたっての，さまざまな準備や連携が負担感を強めること
につながった可能性があると推測できる。
　項目アやイの結果については，平均値も高く，学生支援員が対象児童生徒や学校，教員にと
って役立ったと感じている小中学校が多いことが明らかにされた。自由記述でも「相談したり
手伝ってもらったりする人が担任以外にできたことにより，児童が精神的に落ちつくことがで
きた」，「子どもに対して指示を細かく出してくれて，そのおかげで子どもが授業の内容をよく
理解していた」，「個別指導が行き届かない点を支援してくれるので，大変役に立っている」，「教
室外に飛び出していくことが多いので，児童の安全確保を行う上で特にありがたかった」，「授
業終了後に生徒の様子を具体的に話してくれるので，生徒の困り感などがよく分かった」等の
肯定的な意見が多く見られた。しかし「派遣回数が少ないため，効果があまり感じられなかっ
た」，「さほど役に立たなかった」という意見もあり，今後の学生支援員の派遣の在り方につい
て検討すべき課題も指摘された。

４．学生支援員の準備や連携状況と活動に対する印象との関連について
（１）学生支援員を対象とした結果
　学生支援員の準備や連携状況と活動に対する印象との関連について検討するために，学生支
援員のデータを用いて，活動する際の準備や連携の有無（項目①，②，③，④，⑥，⑦，⑧）
を独立変数とし，活動に対する印象の評定値を従属変数としたt 検定を行った。また，項目⑤
や⑨のように回答の選択肢が３つの場合は，１要因の分散分析を行った。ただし項目⑤につい
ては，「いいえ」を選択した者が１名で分散分析を適用することができなかったため，「はい」
と「自分から聞いた」の２群についてt 検定を行うこととした。
　分析の結果 Table ５に示すように，「①すべての教員が学生支援員の制度を周知していたか」
については，印象評定項目キに有意差が認められ，「いいえ」の回答者の方が来年度も学生支
援員として活動したいと感じていることが明らかにされた（ｐ＜ .05）。「③関係教員との打ち
合わせが十分だったか」については，印象評定項目エに有意差が認められ，「はい」の回答者
の方が学生支援員として活動しやすかったと感じていることが明らかにされた（ｐ＜ .01）。「⑤
対象児の特徴の説明の有無」については，印象評定項目カに有意差が認められ，「自分から聞
いた」の回答者の方が学生支援員は自分のためになったと感じていることが明らかにされた（ｐ
＜ .05）。「⑥対象児の在籍・交流学級の児童生徒への説明の有無」については，印象評定項目
ウと項目カに有意差が認められ，「はい」の回答者の方が活動するにあたって不安を感じるこ
とがなく，「いいえ」の回答者の方が学生支援員は自分のためになったと感じていることが明
らかにされた（いずれもｐ＜ .05）。「⑦次回の支援日や時間の予定に関する事前の打ち合わせ
の有無」については，印象評定項目ア，イ，ウ，エ，クに有意差が認められ「はい」の回答者
の方が活動にあたって，不安を感じることがなく活動でき，自分が役立っていると感じ，次年
度も同じ学校で活動したいと思っていることが明らかにされた（項目ア，ウ，エ，ク：ｐ ＜
.01；項目イ：ｐ＜ .05）。「⑧当日の支援員の動き方についての説明の有無」については，印象
評定項目アと項目キに有意差が認められ「はい」の回答者の方が求められたことが，自分にで
きそうだと感じており，「いいえ」の回答者の方が来年度も学生支援員として活動したいと感
じていることが明らかにされた（いずれもｐ＜ .05）。「⑨支援の仕方についての反省会や情報
交換の機会の有無」については，印象評定項目エに有意傾向が認められ（ｐ＜ .10），多重比較
の結果，「毎回あった」の方が「なかった」と比較して学生支援員として活動しやすかったと
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いう印象を持っていることが示された。
　以上のことから，準備や連携が十分にとれたと感じている学生支援員の方が，概ね学生支援
員に関して肯定的な印象を持っていることが明らかにされた。特に，「項目⑦　次回の支援日
や時間の予定に関する事前の打ち合わせ」の有無は，学生支援員の活動のしやすさや次年度の
継続意欲と強く関係していることが明らかにされた。

 

（２）派遣先小中学校を対象とした結果
　学生支援員を活用する際の準備や連携状況と学生支援員に対する印象との関連について検討
するために，派遣先小中学校のデータを用いて，活用する際の準備や連携の有無（項目①〜⑧）
を独立変数とし，活動に対する印象の評定値を従属変数としたｔ検定を行った。しかし水準の
データ数が１個であったため分析ができない項目もあり，結果的に項目①と④についてのみ分
析を行った。また，項目⑨は回答の選択肢が３つであるため１要因の分散分析を行った。
　分析の結果，「①学生支援員に関する県や市町村の教育委員会との連携」については，有意
差は認められなかった。「④学生支援員との打ち合わせが十分だったか」については，Table
６に示すように，印象評定項目ア，イ，オに有意差が認められ，「はい」の回答者の方が「対
象児童生徒や学校，教員にとって学生支援員は有益だった」と感じており（ｐ＜ .01），「来年
度も学生支援員を活用したい」と思っていることが明らかにされた（ｐ＜ .10）。「⑨支援の仕
方についての反省会や情報交換の機会の有無」については，印象評定項目オと項目カに群の有
意な主効果が認められ，多重比較の結果，毎回あるいは時々反省会等を行っていた学校の方が，
反省会等をしなかった学校と比較して「来年度も学生支援員を活用したい」と考えており（ｐ
＜ .01），毎回反省会等を行った学校の方が，反省会等をしなかった学校よりも「来年度も同じ
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学生支援員に来てほしい」と考えていることが明らかにされた。
　以上のことから，学生支援員との連携がとれていたと感じている小中学校の方が，概ね学生
支援員は有益であると感じており，次年度以降も活用したいと考えていることが明らかにされ
た。

 

考　察

　本研究の目的は，宮崎県教育委員会特別支援教育室が平成 19 年度から開始した学生支援員
派遣事業について，その成果を検証し今後の課題を明らかにすることであった。
　学生支援員が小中学校においてどのように活用されたかについては，概ね通常学級や特別支
援学級の対象児童生徒への個別対応の人材として活用されたことが明らかにされた。このよう
な活用は，学生支援員派遣事業がねらいとしていた活用例と一致しており，各小中学校におい
て事業の趣旨に即した活用ができていたことがうかがえる。活動頻度については平均１週間に
１〜２回半日程度であり，大学生が平日の昼間に大学での学修と並行して行う活動としては妥
当な頻度だと考えられるが，派遣回数や時間が短いことに不満足だった小中学校もあった。こ
ういった不満を解消するためには，１校あたりに派遣する学生数を増やしたり，学生ボランテ
ィアだけでなく社会人ボランティアにも拡大したりすることが必要であろう。しかし，社会人
ボランティアも参加することになれば，発達障害や学校組織の特徴に関する知識が不十分な人
も活動に参加することになることが容易に推測できる。したがって，必要な知識や技術を習得
するための研修機会を十分に設定する必要が生じてくるであろう。また，学生支援員を活用し
ようとする学校に対しても，学生支援員は特別支援教育支援員や介助員等とは質の異なる人材
であることを意識して，限られた時間にのみ活用できる人材の効果的な活用方法についての検
討を求めることが必要だと考える。
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　学生支援員の活用の準備や連携については，学生支援員も派遣小中学校も概ね十分に準備や
連携ができていたことが明らかにされた。しかし，学生支援員と派遣先小中学校との間に認識
の違いが見られる部分もあった。たとえば，小中学校では学校の施設や校時表・行事の説明，
あるいは対象児童生徒の特徴の説明をしたと考えていても，学生支援員の方では説明を受けな
かったととらえている者がいた。このような学生支援員と派遣先小中学校との認識に差がみら
れた理由として，学生支援員は，派遣先の小中学校が決定するまで，学校や対象児童生徒のこ
とを全く知らないということが挙げられる。すなわち，派遣先小中学校では説明を行っていた
としても，派遣先の学校や対象児童生徒のことを全く知らない学生支援員にとっては情報量に
不足を感じた可能性があるということである。
　こういった情報の不足は，学生支援員に限られたことではなく，派遣先小中学校の自由記述
に「学生支援員個々の学習状況・経歴等の情報提供・情報交換がほしい」という意見が見られ
ることから，派遣先小中学校でも感じていることだといえる。さらに本研究の結果より，これ
らの情報不足によって不安が高まるなどのネガティブな影響が生じる可能性が示唆された。た
とえば，次回の支援日等に関する打ち合わせがないと，学生支援員は不安を感じ，自分が役立
っていると感じることができないことが示された。小中学校に関しても，学生支援員との打ち
合わせが不十分だったり，反省会や情報交換の機会を設定しなかった場合は，学生支援員が有
益だと感じられず，来年度も活用したいとは思わないことが明らかにされた。また，統計的に
有意差は見られなかったが，学生支援員を活用することに負担を強く感じていたのは，打ち合
わせや反省会・情報交換に多くの時間を割いた学校ではなく，十分な打ち合わせができず，反
省会等の機会も設けなかった学校であった。打ち合わせ等の時間を確保し，話し合いを行うこ
との方が物理的負担は大きいはずである。にも関わらずその逆の結果が得られたのは，しっか
りと連携をとりながら学生支援員を活用し，何らかの教育的成果を得ることができたというメ
リットの方が，物理的負担や心理的な負担感を上回ったからではないかと推測できよう。
　以上のことから，これらの情報不足を解消することが次年度にむけての学生支援員派遣事業
の重要な課題であるといえ，この課題を解決することが，より有効な学生支援員の活用につな
がり，学生支援員自身も有益な活動と感じながら自信を持って活動に臨むことができるように
なると考えられる。そのためにはどのような工夫が必要であるか，このことについても本研究
の結果からいくつかのヒントが提供できる。自由記述の回答のなかには，連携の具体的な方法
として「毎週メールでの連絡がある」，「学級担任と保護者からの連絡ノートがあった」といっ
たものがあり，このような連絡手段を用いている学生及び学校の学生支援員に関する印象は双
方とも非常に肯定的であった。これらの意見は今後のより適切な連携の手段を検討する上で示
唆に富むものであると言えよう。また，本研究の調査対象となった学生支援員に対しては，コ
ーディネーターである所属大学の教員と適宜相談できるように配慮し，中間報告会を支援期間
中に開催して，困っていることや課題，またその課題解決の工夫などの情報交換を行う機会も
設定した。こうした学生支援員同士の情報交換の機会の設定や気軽に相談できるコーディネー
ターの配置といったことも，学生支援員が不安なく活動することができるための必要な配慮で
あろう。実際にどのような工夫や配慮をするかについては，それぞれの学校や学生の実情に合
わせる必要があるが，学生支援員及び小中学校のそれぞれの取り組みや工夫に関する情報交換
ができる機会や相談の場を，県や市町村の教育委員会の主導で設定することができれば，より
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よい学生支援員派遣の在り方が確立されるのではないかと考えられる。
　ところで，学生支援員のデータを用いて準備や連携状況と学生支援員に関する印象との関連
を検討した結果のなかに，準備や連携が十分ではなかったと回答している方が，有意に学生支
援員に関する印象が肯定的であるという結果だった箇所があった。たとえば，「すべての教員
が学生支援員の制度を周知していたか」や「当日の支援員の動き方についての説明の有無」に
対して「いいえ」と回答した学生の方が来年度も学生支援員として活動したいと感じており，「対
象児の特徴の説明の有無」に対して「自分から聞いた」と回答したり，「対象児の在籍・交流
学級の児童生徒への説明の有無」に「いいえ」と回答した学生の方が学生支援員は自分のため
になったと感じていた。しかし，これらの結果から支援員の当日の動き方や対象児の特徴につ
いて説明する必要はないという判断は避けるべきだろう。むしろ，小中学校の特別支援教育に
強い関心があり，意欲的な学生が学生支援員として活動していたので，小中学校との連携が多
少不十分であったとしても，自分にとって勉強するよい機会だと感じて，このような結果にな
ったと理解した方が良いと考える。実際，本研究の調査対象となった学生は，①特別支援教育
に興味をもち，特別支援教育に関する授業を受けている，②授業以外でもＬＤ・ＡＤＨＤ児の
教育的支援の実践活動に積極的に携わったことがある，③小中学校や特別支援学校の教員を志
している，という条件を満たす学生として，コーディネーターである大学教員から個別に声を
かけられた結果，学生支援員として活動したという経緯がある。これらのことを考え合わせる
と，小中学校において学生支援員を活用するための準備や連携が十分に行えなかったとしても，
そのことですぐに不満や不快感を示すのではなく，そのなかから課題意識をもちながら活動に
臨めるような意欲があり，さまざまな事態に柔軟に対応できるような学生を派遣できるような
システムの構築も今後の学生支援員派遣の成功のカギになるのではないかと考えられる。
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